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事業協同組合等事業協同組合等 火災共済協同組合火災共済協同組合兼業禁止

区分経理

〈
共
済
共
通
基
盤
〉

重
要
事
項
の
説
明
、
公
衆
縦
覧
、
募
集
人
規
制
、
運
用
制
限

［共同経済事業等］ ［共済事業（火災共済除く）］ ［火災共済事業］

外
部
監
査

外
部
監
査

外
部
監
査

設立時の
組合員数
１０００人

合
併
促
進(

緩
和)

募集人（強化）資産運用（強化）

共済掛金率の設定（自賠責関係）(緩和)
代理店明確化（自賠責関係）(緩和)
員外利用(緩和)

募集人（緩和）資産運用（緩和）

一つの都道府県に一つ設置の見直し
（緩和）

業
務
監
査
又
は

組
合
員
へ
の
権
利
付
与

≪組合員≫

≪契約期間≫
≪契約金額≫

≪契約者≫

＜共通基盤＞
組合と理事の利益相反取引、役員任期、組合員による会計帳簿の閲覧、計算書類の保存

【少人数共済】

※長期又は高額を扱う場合は
大規模共済並び
（除、最低出資金）

【大規模共済】

事業方法書の提出
共済計理人の関与
最低出資金、準備金
健全性の基準 【火災共済】

（事業方法書の提出）
共済計理人の関与
（最低出資金）（準備金）
健全性の基準（共済金の上限）

《資産規模》

員
外
監
事
、
業
務
監
査

運
用
制
限

【大人数共済】

事業方法書の提出
最低出資金、準備金

原則
兼業禁止

その他
・事業協同組合の設立時組合員数の引下げ
・企業組合の設立時組合員数の引下げ
・企業組合への員外理事制度の導入
・「企業」組合→「起業」組合
・一般公衆利用対象施設の拡大


